
点検項目 点検事項
医師は、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士に対して
行った指示の内容の要点を診療録に記入している。

□ 該当

理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士は、通所リハビリ
テーション計画書に基づき提供した具体的なサービスの内容
等及び指導に要した時間を記録にとどめている。

□ 該当

当該記載については、医療保険の診療録
に記載することとしてもよいですが、下
線又は枠で囲う等により、他の記載と区
別できるようにしてください。

リハビリテーションに関する記録は、利用者ごとに保管さ
れ、常に当該事業所のリハビリテーション従事者により閲覧
が可能である。

□ 該当

リハビリテーションに関する記録とは、
実施時間、訓練内容、担当者、加算の算
定に当たって根拠となる書類等をさしま
す。

定員超過減算 （介護予防）通所リハビリテーションの月平均の利用者の数
が運営規程に定められている利用定員を超過している場合

□ 該当

当該減算の月平均の利用者の数は、ある
月におけるサービス提供日ごとの同時に
サービス提供を受けた者の最大数（その
日のピーク時の利用者数）の合計を、当
該月のサービス提供日数で割った数をい
います（なお、小数点以下は切り上げま
す）。

人員基準減算 人員基準に規定される員数の職員を配置していない場合 □ 該当
高齢者虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開
催していない場合

□ 該当

高齢者虐待防止のための指針を整備していない場合 □ 該当
高齢者虐待防止のための研修を年１回以上実施していない場
合

□ 該当

高齢者虐待防止措置を適正に実施するための担当者を配置し
ていない場合

□ 該当

業務継続計画未策定減算 感染症又は非常災害に関する業務継続計画を策定していない
場合 □ 該当

令和7年3月31日までの間、感染症の予防
及びまん延の防止のための指針及び非常
災害に関する具体的計画を策定している
場合適用なし

１時間以上２時間未満の通所リハビリテーション □ 該当
理学療法士等を専従かつ常勤で2名以上 □ 配置

感染症等発生で利用者数
減少が一定以上生じてい
る場合の加算

感染症又は災害発生を理由として利用者の減少が生じ、当該
月の利用者数の実績が当該月の前年度の月平均利用者数より
も１００分の５以上減少

□ あり

７～８時間の前後に行う
日常生活上の世話（延長
加算）

延長加算を行う場合は、実情に応じて、適当数の従業者を配
置している。 □ している

通所リハビリテーション費

点検結果

理学療法士等体制強化加
算

高齢者虐待防止措置未実
施減算

いずれかに該当すれば減算

記録の整備

（自己点検シート） 107 通所リハビリテーション費（1/14）



点検項目 点検事項 点検結果
リハビリテーション提供
体制加算

常時、当該事業所に配置されている理学療法士、作業療法士
又は言語聴覚士の合計数が、当該事業所の利用者の数が２５
又は、その端数を増すごとに１以上となっている。

□ なっている

「当該事業所の利用者の数」とは、通所
リハビリテーションと介護予防通所リハ
ビリテーションの指定を併せて受け、同
一の事業所で一体的に運営されている場
合にあっては、指定通所リハビリテー
ションの利用者数と指定介護予防通所リ
ハビリテーションの利用者数を合計した
ものをいいます。

中山間地域等に居住する
者へのサービス提供加算

厚生労働大臣の定める地域に居住している利用者に通常の事
業の実施地域を越えて指定通所リハビリテーションを行った
場合

□ 該当

入浴介助を適切に行うことのできる人員及び設備 □ 満たす
通所リハビリテーション計画上の位置づけ □ あり
入浴介助の実施 □ 実施
入浴介助を適切に行うことのできる人員及び設備 □ 満たす
通所リハビリテーション計画上の位置づけ □ あり
入浴介助の実施 □ 実施
医師等が利用者宅を訪問し、浴室における利用者の動作と浴
室環境を評価し、かつ、当該訪問において当該居宅の浴室
が、当該利用者自身又はその家族等の介助により入浴を行う
ことが難しい環境にあると認められる場合は、訪問した医師
等がケアマネ、福祉用具専門相談員と連携し、福祉用具貸与
や購入、住宅改修等の浴室の環境整備について助言してい
る。
※ただし、医師等による利用者の居宅への訪問が困難な場
合、医師等の指示の下、介護職員が利用者の居宅を訪問し、
情報通信機器等を活用して把握した浴室における当該利用者
の動作及び浴室の環境を踏まえ、医師等が当該評価及び助言
を行っても差し支えない。

□ 実施

当該加算における医師等とは、医師、理
学療法士、作業療法士若しくは介護支援
専門員又は利用者の動作及び浴室の環境
の評価を行うことができる福祉用具専門
相談員、地域包括支援センターの職員そ
の他住宅改修に関する専門的知識及び経
験を有する者をいいます。

事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が医師と連
携の下で、利用者の身体状況や訪問で把握した居宅の浴室環
境等を踏まえた個別の入浴計画を作成

□ 実施

利用者の居宅の浴室の状況に近い環境に
ついては、大浴槽等においても、手すり
など入浴に要する福祉用具等を活用し、
浴室の手すりの位置や使用する浴槽の深
さ及び高さ等を踏まえることで、利用者
の居宅の浴室環境の状況を再現している
こととして差し支えありません。

個別の入浴計画に基づき、個浴その他の利用者宅の状況に近
い環境で入浴介助を実施

□ 実施

入浴介助加算(Ⅰ)

入浴介助加算(Ⅱ)

（自己点検シート） 107 通所リハビリテーション費（2/14）



点検項目 点検事項 点検結果
提供時間の内30分以内 □ あり
居宅サービス計画及び通所リハビリテーション計画に位置付
けた上で実施している。

□ あり

送迎時に居宅内の介助等を行う者が、理学療法士、作業療
法士、言語聴覚士、看護職員、介護福祉士、実務者研修修了
者、介護職員基礎研修課程修了者、一級課程修了者、介護職
員初任者研修修了者、又は当該事業所における勤続年数と同
一法人の経営する他の介護サービス事業所、医療機関、社会
福祉施設等においてサービスを利用者に直接提供する職員と
しての勤続年数の合計が３年以上の介護職員である。

□ 該当

リハビリテーション会議の開催及びその内容を記録してい
る。

□ 実施

通所リハビリテーション計画の作成に関与した医師、理学療
法士、作業療法士又は言語聴覚士が利用者又は家族に対する
リハビリテーション計画の説明を行い、同意を得ている。

□ あり
理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士
が説明した場合は、説明した内容等につ
いて医師へ報告してください。

リハビリテーション会議の開催、状況の変化に応じてリハビ
リテーション計画の見直しは、計画の同意を得た日の属する
月から起算して、６月以内は月１回以上実施している。

□ している

リハビリテーション会議の開催、状況の変化に応じてリハビ
リテーション計画の見直しは、計画の同意を得た日の属する
月から起算して、６月を超えるときは３月に１回以上実施し
ている。

□ している

理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、介護支援専門員
に対し、リハビリテーションに関する専門的な見地から、利
用者の有する能力、自立のために必要な支援方法及び日常生
活上の留意点に関する情報提供を行っている。

□ 行っている

次の①又は②のいずれかを行っている。 □ 行っている
①理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が居宅サービス計
画に位置付けた他のサービス事業者との同行訪問による他の
サービス事業者の担当者必要な指導及び助言を行っている。

□ 該当

②理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が利用者の居宅を
訪問し、家族に介護の工夫に関するの指導及び助言を行って
いる。

□ 該当

上記の実施状況を全て記録している。 □ あり
リハビリテーションマネージメント加算(イ)の基準をすべて
適合している。

□ 該当

利用者毎の通所リハビリテーション計画等の内容等を厚生労
働省（LIFE)に提供及び情報の活用をしている。

□ 該当

リハビリテーションマネ
ジメント加算（イ)

リハビリテーションマネ
ジメント加算(ロ)

送迎時における居宅内介
助等の実施

（自己点検シート） 107 通所リハビリテーション費（3/14）



点検項目 点検事項 点検結果
リハビリテーションマネージメント加算(ロ)の基準をすべて
適合している。

□ 該当

従業者として又は外部との連携により管理栄養士を１名以上
配置している。

□ 配置

言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を１名以上配置してい
る。

□ 配置

利用者ごとに、医師、管理栄養士、理学療法士、作業療法
士、言語聴覚士、看護職員、介護職員その他の職種の者が共
同して栄養アセスメントを実施し、当該利用者又はその家族
に対してその結果を説明し、相談等に対応している。

□ している

当該加算における栄養アセスメントは、
利用者ごとの低栄養状態のリスク及び解
決すべき課題を把握することをいいま
す。

利用者ごとに、言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員がその
他の職種の者と共同して口腔の健康状態を評価し、当該利用
者の航空の健康状態に係る解決すべき課題の把握を行ってい
る。

□ 行っている

利用者ごとに、医師、管理栄養士、理学療法士、作業療法
士、言語聴覚士、看護職員、介護職員その他の職種の者が通
所リハビリテーション計画等の内容等の情報その他必要な情
報、利用者の栄養状態に関する情報及び利用者の口腔の健康
状態に関する情報を相互に共有している。

□ している

必要に応じて通所リハビリテーション計画を見直し、その内
容を関係職種間で共有している。

□ している

医師又は医師の指示を受けた理学療法士、作業療法士若しく
は言語聴覚士が、利用者に対して、個別リハビリテーション
を集中的に行っているか。

□ 行っている

当該加算におけるリハビリテーション
は、利用者の状態に応じて、基本的動作
能力（起居、歩行、発話等を行う能力）
及び応用的動作能力（運搬、トイレ、掃
除、洗濯、コミュニケーション等を行う
に当たり基本的動作を組み合わせて行う
能力）を向上させ、身体機能を回復する
ための集中的なリハビリテーションを個
別に実施するものです。

算定期間は、起算日から３月以内に実施しているものか。

□ 期間内

起算日は、退院(所)日又は認定日
退院(所)日：リハビリテーションを必要
とする状態の原因となった疾患の治療の
ために入院又は入所した病院、診療所又
は介護保険施設から退院又は退所した日
認定日：要介護認定の効力が生じた日
（当該利用者が新たに要介護認定を受け
た者である場合に限ります。）

頻度は、１週につきおおむね２日以上、１日当たり４０分以
上実施しているか。

□ している

リハビリテーションマネ
ジメント加算(ハ)

短期集中個別リハビリ
テーション実施加算

（自己点検シート） 107 通所リハビリテーション費（4/14）



点検項目 点検事項 点検結果
精神科医師若しくは神経内科医師又は認知症に対するリハビ
リテーションに関する専門的な研修を修了した医師により、
認知症の利用者であって生活機能の改善が見込まれると判断
された者を対象としている。

□ 該当

医師又は医師の指示を受けた理学療法士、作業療法士若しく
は言語聴覚士が、利用者に対して、個別リハビリテーション
を集中的に行っているか。

□ 該当

当該加算におけるリハビリテーション
は、認知症を有する利用者の認知機能や
生活環境等を踏まえ、応用的動作能力や
社会適応能力（生活環境又は家庭環境へ
適応する等の能力をいいます。）を最大
限に活かしながら、当該利用者の生活機
能を改善するためのリハビリテーション
を実施するものです。

算定期間は、起算日から３月以内に実施しているものか。 □ 期間内 起算日は、退院(所)日又は通所開始日

頻度は、通所リハビリテーション計画に基づき１週につき２
日以内を限度とし、２０分以上のリハビリを個別に実施して
いる。

□ 該当

対象となる利用者は、ＭＭＳＥ（MiniMental State
Examination）又はＨＤＳ－Ｒ（改定長谷川式簡易知能評価
スケール）においておおむね５～２５点に相当する者であ
る。

□ 該当

利用者宅を訪問し、通所リハビリテーション計画を作成して
いる。

□ あり

実施頻度、実施場所、実施時間及び実施方法等が記載された
通所リハビリテーション計画を作成している。

□ 該当

１月に１回モニタリングを行っている。 □ 行っている
居宅を訪問し、利用者の居宅における応用的動作能力や社会
適応能力を評価し、利用者及び家族にその結果を伝達してい
る。

□ している
当該利用者の居宅を訪問した際、リハビ
リテーションを実施することはできない
ことに留意してください。

リハビリテーションマネジメント加算(イ)、(ロ)又は(ハ)の
いずれかを算定している。

□ 該当

算定期間は、起算日から３月以内に実施しているものか。 □ 期間内 起算日は、退院(所)日又は通所開始日

頻度は、通所リハビリテーション計画に基づき１月に４回以
上、個別又は集団によるリハビリテーションを実施してい
る。

□ 該当
１月に８回以上実施することが望ましい
ものです。

若年性認知症利用者ごとに個別に担当者を定めるている。 □ 該当
利用者に応じた適切なサービス提供している。 □ 実施

若年性認知症利用者受入
加算

認知症短期集中リハビリ
テーション実施加算
（Ⅰ）

認知症短期集中リハビリ
テーション実施加算
（Ⅱ）

（自己点検シート） 107 通所リハビリテーション費（5/14）



点検項目 点検事項 点検結果
当該事業所の従業者として又は外部との連携により管理栄養
士を１名以上配置している

□ している

利用者ごとに栄養アセスメントは、３月に１回以上次の手順
により行われている。
①利用者ごとの低栄養状態のリスクを、利用開始時に把握し
ている。
②医師、管理栄養士、理学療法士、作業療法士、言語聴覚
士、看護職員、介護職員その他の職種の者が共同して、利用
者ごとの摂食・嚥下機能及び食形態にも配慮しつつ、解決す
べき栄養管理上の課題を把握している。
③①及び②の結果を当該利用者又はその家族に対して説明
し、必要に応じ解決すべき栄養管理上の課題に応じた栄養食
事相談、情報提供等を行っている。
④低栄養状態にある利用者又はそのおそれのある利用者につ
いては、介護支援専門員と情報共有を行い、栄養改善加算に
係る栄養改善サービスの提供を検討するよう依頼している。

□ 実施

利用者の体重を１月ごとに測定している。 □ している
利用者ごとの栄養状態等の情報を厚生労働省（LIFE)に提出
し、当該情報その他栄養管理の適切かつ有効な実施のために
必要な情報を活用している。

□ 実施

定員、人員基準に適合している。 □ 適合
当該事業所の従業者として又は外部との連携により管理栄養
士を１名以上配置

□ 配置

管理栄養士等（医師、管理栄養士、理学療法士、作業療法
士、言語聴覚士、看護職員、介護職員、生活相談員その他の
職種の者）が共同して利用者ごとの摂食・嚥下機能及び食形
態配慮した栄養ケア計画の作成

□ あり 栄養ケア計画(参考様式)

利用者等に対する計画の説明及び同意の有無 □ あり
栄養ケア計画に従い管理栄養士等が（必要に応じて居宅を訪
問し）栄養改善サービスの提供、栄養状態等の記録

□ あり
栄養ケア提供経過記録
(参考様式)

栄養ケア計画の評価、介護支援専門員や主治の医師に対する
情報提供

□ ３月ごとに実施
栄養ケアモニタリング
(参考様式)

リハビリテーションマネジメント加算(ハ)を実施し、栄養改
善サービスの提供が必要と判断して当該加算を算定している
場合は、リハビリテーションや口腔に係る評価を踏まえて栄
養ケア計画を作成している。

□

□

作成している

リハマネ加算未
実施

定員、人員基準に適合 □ 適合
月の算定回数 □ ２回以下

栄養アセスメント加算

栄養改善加算

（自己点検シート） 107 通所リハビリテーション費（6/14）



点検項目 点検事項 点検結果
６月間の生活行為向上リハビリテーション実施計画を作成

□ あり
生活行為向上リハビリテーショ
ン実施計画(参考様式)

家庭での役割を担うことや地域の行事等に関与すること等を
可能とすることを見据えた目標や実施内容を設定

□ 該当
リハビリテーション計画書(参考
様式)

専門的な知識若しくは経験を有する作業療法士又は研修を修
了した理学療法士若しくは言語聴覚士を配置

□ 該当 修了証

終了前１月以内に、リハビリテーション会議を開催 □ あり プロセス管理票(参考様式)
リハビリテーションの目標の達成状況を報告

□ 該当
リハビリテーション計画書(参考
様式)

リハビリテーションマネジメント加算(イ)、(ロ)又は(ハ)の
いずれかを算定している。

□ 該当
リハビリテーション計画書(参考
様式)

利用者が生活の中で実践できるよう家族に指導助言
□ 該当

リハビリテーション計画書(参考
様式)

医師又は医師の指示を受けた理学療法士、作業療法士若しく
は言語聴覚士が利用者宅を訪問し、生活行為に対する評価を
概ね１月に１回以上実施

□ 該当
リハビリテーション計画書(参考
様式)

居宅を訪問し、利用者の居宅における能力を評価、利用者及
び家族に伝達

□ 該当
リハビリテーション計画書(参考
様式)

短期集中個別リハビリテーション実施加算（利用者の急性増
悪等によりこの加算を算定する必要性についてリハビリテー
ション会議により合意した場合を除く）

□ なし

認知症短期集中リハビリテーション実施加算（利用者の急性
増悪等によりこの加算を算定する必要性についてリハビリ
テーション会議により合意した場合を除く）

□ なし

利用開始時および利用中６月ごとに利用者の口腔の健康状態
について確認し情報を担当の介護支援専門員に提供

□ 該当

利用開始時および利用中６月ごとに利用者の栄養状態につい
て確認し情報を担当ケアマネに提供

□ 該当

定員、人員基準に適合 □ 該当
栄養アセスメント加算を算定している間又は当該利用者が栄
養改善加算の算定に係る栄養改善サービスを受けている間で
ある若しくは当該栄養改善サービスが終了した日の属する月
（栄養状態のスクリーニングを行った結果、栄養改善サービ
スが必要であると判断され、栄養改善サービスが開始された
日の属する月を除く。）

□ 非該当

口腔機能向上加算の算定に係る口腔機能向上サービスを受け
ている間である又は当該口腔機能向上サービスが終了した日
の属する月（口腔の健康状態のスクリーニングを行った結
果、口腔機能向上サービスが必要であると判断され、口腔機
能向上サービスが開始された日の属する月を除く。）

□ 非該当

他の介護サービス事業所で、当該利用者について、口腔連携
強化加算を算定していない。

□ 該当

生活行為向上リハビリ
テーション実施加算

口腔・栄養スクリーニン
グ加算（Ⅰ）

（自己点検シート） 107 通所リハビリテーション費（7/14）



点検項目 点検事項 点検結果
（１）利用開始時および利用中６月ごとに利用者の口腔の健
康状態について確認し情報を担当の介護支援専門員に提供し
ている場合次の①及び②が該当

□ 該当

①算定日が属する月が、栄養アセスメント加算を算定してい
る間である又は当該利用者が栄養改善加算の算定に係る栄養
改善サービスを受けている間である若しくは当該栄養改善
サービスが終了した日の属する月（栄養状態のスクリーニン
グを行った結果、栄養改善サービスが必要であると判断さ
れ、栄養改善サービスが開始された日の属する月を除く。）

□ 該当

②算定日が属する月が、当該利用者が口腔機能向上加算の算
定に係る口腔機能向上サービスを受けている間及び当該口腔
機能向上サービスが終了した日の属する月（口腔の健康状態
のスクリーニングを行った結果、口腔機能向上サービスが必
要であると判断され、口腔機能向上サービスが開始された日
の属する月を除く。）ではない。

□ 該当

（２）利用開始時および利用中６月ごとに利用者の栄養状態
について確認し情報を担当ケアマネに提供している場合次の
①及び②が該当

□ 該当

①算定日が属する月が、栄養アセスメント加算を算定してい
ない、かつ、当該利用者が栄養改善加算の算定に係る栄養改
善サービスを受けている間又は当該栄養改善サービスが終了
した日の属する月（栄養状態のスクリーニングを行った結
果、栄養改善サービスが必要であると判断され、栄養改善
サービスが開始された日の属する月を除く。）ではない。

□ 該当

②算定日が属する月が、当該利用者が口腔機能向上加算の算
定に係る口腔機能向上サービスを受けている間及び当該口腔
機能向上サービスが終了した日の属する月（口腔の健康状態
のスクリーニングを行った結果、口腔機能向上サービスが必
要であると判断され、口腔機能向上サービスが開始された日
の属する月を除く。）

□ 該当

（１）又は（２）に該当 □ 該当
定員、人員基準に適合 □ 該当
他の介護サービス事業所で、当該利用者について、口腔連携
強化加算を算定していない。

□ 該当

口腔・栄養スクリーニン
グ加算（Ⅱ）

（自己点検シート） 107 通所リハビリテーション費（8/14）



点検項目 点検事項 点検結果
言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を１名以上配置してい
る。

□ 配置

利用者ごとの口腔機能等の口腔の健康状態を、利用開始時に
把握している。

□ 該当

利用開始時に、言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員が中心
となって利用者ごとの口腔衛生、摂食・嚥下機能に関する解
決すべき課題を把握している。

□ している

言語聴覚士、歯科衛生士、看護職員、介護職員、生活相談員
その他の職種の者が共同して利用者ごとの口腔機能改善管理
指導計画の作成している。

□ 該当

利用者等に対する計画の説明及び同意の有無 □ あり
口腔機能改善管理指導計画に基づき言語聴覚士、歯科衛生士
又は看護職員により口腔機能向上サービスを提供している。

□ あり

介護保険の口腔機能向上サービスとして
「摂食・嚥下機能に関する訓練の指導若
しくは実施」を行っていない場合は加算
が算定できないことに注意してくださ
い。

利用者の口腔機能を定期的に記録を作成している。 □ 行っている
利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進捗状況を定期的
に評価し、介護支援専門員、主治の医師・歯科医師へ情報提
供を行っている。 □ ３月ごとに実施

利用者の口腔状態によっては、医療にお
ける対応を要する場合も想定されますの
で、必要に応じて、介護支援専門員を通
して主治医又は主治の歯科医師への情報
提供、受診勧奨などの適切な措置を講じ
てください。

定員、人員基準に適合している。 □ 該当
月の算定回数 □ ２回以下
口腔機能向上加算(Ⅰ)の基準を満たしている。 □ 該当
リハビリテーションマネジメント加算(ハ)を算定している。 □ 該当
口腔改善管理指導計画を作成する際は、リハビリテーション
や栄養に係る評価を踏まえている。

□ している

利用者毎の通所リハビリテーション計画等の内容等を厚生労
働省（LIFE)に提供及び情報の活用をしている。

□ あり

口腔機能向上加算(Ⅰ)の基準を満たしている。 □ 該当
リハビリテーションマネジメント加算(ハ)を算定していな
い。

□ 該当

利用者毎の通所リハビリテーション計画等の内容等を厚生労
働省（LIFE)に提供及び情報の活用をしている。

□ あり

口腔機能向上加算(Ⅱ)ロ

口腔機能向上加算（Ⅰ）

口腔機能向上加算(Ⅱ)イ

（自己点検シート） 107 通所リハビリテーション費（9/14）



点検項目 点検事項 点検結果
重度療養管理加算 要介護３から要介護５で厚生労働大臣が定める状態に該当

□ 該当

厚生労働大臣が定める状態
・常時頻回の喀痰吸引を実施している状
態
・呼吸障害等により人工呼吸器を使用し
ている状態
・中心静脈注射を実施している状態
・人工腎臓を実施しており、かつ、重篤
な合併症を有する状態
・膀胱または直腸の機能障害の程度が身
体障碍者障害程度等級表の４級以上に該
当し、かつ、ストーマの処置を実施して
いる状態
・経鼻胃管や胃ろう等の経腸栄養が行わ
れている状態
・褥そうに対する治療を実施している状
態
・気管切開が行われている状態

看護職員又は介護職員を常勤換算方法で１名以上配置 □ 配置
前３月間の利用者数の総数のうち、要介護状態区分が要介護
３から要介護５である者の占める割合が100分の30以上

□ 該当

専ら指定通所リハビリテーションの提供に当たる看護職員を
１名以上配置

□ 配置

リハビリテーションを計画的に実施するプログラムを作成
□ あり

リハビリテーション計画書(参考
様式)

利用者毎のADL値、栄養状態、口腔機能、認知症の状況その
他の利用者の心身状況等に係る基本的な情報を厚生労働省
（LIFE)に提出

□ 実施

必要に応じて通所リハビリテーション計画を見直すなど、提
供に当たって、情報その他指定通所リハビリテーションを適
切かつ有効に提供するために必要な情報を活用

□ 実施

同一建物減算 事業所と同一建物に居住又は同一建物から通所しているもの
は減算している。

□ 該当

送迎減算 送迎を行わない場合は、片道につき47単位を所定単位数から
減算している。

□ 該当

病院又は診療所に入院中の者が退院するに当たり、指定通所
リハビリテーション事業所の医師又は理学療法士、作業療法
士若しくは言語聴覚士（医師等）が、退院前カンファレンス
に参加している。

□ している

退院前前カンファレンスで退院時共同指導を行った後に、当
該者に対する初回の指定通所リハビリテーションを行った。

□ 該当

退院時共同指導とは、病院又は診療所の
主治の医師、理学療法士、作業療法士、
言語聴覚士その他の従業者との間で病院
又は診療所に入院中の者の状況等に関す
る情報を相互に共有した上で、当該者又
はその家族に対して、在宅でのリハビリ
テーションに必要な指導を共同して行
い、その内容を在宅での通所リハビリ
テーション計画に反映させることをいい
ます。

退院時共同指導の内容を記録している。 □ している
当該利用者が、通所及び訪問リハビリテーション事業所を利
用する場合は、各事業所の医師等がそれぞれ退院前カンファ
レンスに参加し、退院時共同指導を行っている。

□
それぞれ行って
いる

通所及び訪問リハビリテーション事業所
が一体的に運営されている場合は併算定
できず、どちらかのサービスでの算定と
なります。

退院時共同指導加算

中重度者ケア体制加算

科学的介護推進体制加算

（自己点検シート） 107 通所リハビリテーション費（10/14）



点検項目 点検事項 点検結果
評価対象期間において終了者で指定通所介護等を実施した者
の占める割合が３%を超えている

□ 該当

指定通所介護等とは、指定通所介護、指
定地域密着型通所介護、指定（介護予
防）認知症対応型通所介護、指定（介護
予防）小規模多機能型居宅介護、指定看
護小規模多機能型居宅介護、第１号通所
事業その他社会参加に資する取組をいい
ます。なお、「その他社会参加に資する
取組」には、医療機関への入院や介護保
険施設への入所、指定訪問リハビリテー
ション、指定通所リハビリテーション、
指定認知症対応型共同生活介護等は含ま
れず、算定対象とはなりません。

終了日から14日～44日以内に従業者が終了者に対して終了者
の指定通所介護等の実施状況を確認し、記録している

□ あり

12を利用者の平均利用月数で除して得た数が27%以上である

※平均利用月数については、以下の式により計算すること
　　　　　　　　　　　Ａ÷Ｂ
Ａ：当該事業所における評価対象期間の利用者ごとの利用者
延月数の合計
Ｂ：（当該事業所における評価対象期間の新規利用者数の合
計＋当該事業所における評価対象期間の新規終了者数の合
計）÷２ □ 27％以上

・Ａにおける利用者には、当該事業所の
利用を開始して、その日のうちに利用を
終了した者又は死亡した者を含みます。
・Ａにおける利用者延月数は、利用者が
評価対象期間において当該事業所の提供
する通所リハビリテーションを利用した
月数の合計をいいます。
・Ｂにおける新規利用者数とは、当該評
価期間に新たに当該事業所の提供する指
定通所リハビリテーションを利用した者
の数をいいます。また、当該事業所の利
用を終了後、12月以上の期間を空けて、
当該事業所を再度利用した者について
は、新規利用者として取り扱います。
・Ｂにおける新規終了者数とは、評価対
象期間に当該事業所の提供する指定通所
リハビリテーションの利用を終了した者
の数をいいます。

リハビリテーション計画書を移行先の指定通所介護等の事業
所へ提供している

□ 該当

リハビリテーション計画書の全ての情報
ではなく、本人・家族等の希望、健康状
態・経過、リハビリテーションの目標、
リハビリテーションサービス等の情報を
抜粋し、提供することで差し支えありま
せん。

移行支援加算

（自己点検シート） 107 通所リハビリテーション費（11/14）



点検項目 点検事項 点検結果
次の（１）又は（２）のいずれかに該当 □ 該当
（１）介護職員の総数のうち介護福祉士の占める割合が100
分の70以上

□ 該当

（２）介護職員の総数のうち勤続年数が10年以上の介護福祉
士の占める割合が100分の25以上

□ 該当

定員、人員基準に適合 □ 該当
サービス提供体制強化加算（Ⅱ）又は（Ⅲ）を算定していな
い

□ 該当

介護職員の総数のうち介護福祉士の占める割合が100分の50
以上

□ 該当

定員、人員基準に適合 □ 該当
サービス提供体制強化加算（Ⅰ）又は（Ⅲ）を算定していな
い

□ 該当

次の（１）又は（２）のいずれかに該当 □ 該当
（１）介護職員の総数のうち介護福祉士の占める割合が100
分の40以上

□ 該当

（２）利用者に直接サービスを提供する職員の総数のうち勤
続年数７年以上の職員の占める割合が100分の30以上

□ 該当

定員、人員基準に適合 □ 該当
サービス提供体制強化加算（Ⅰ）又は（Ⅱ）を算定していな
い

□ 該当

サービス提供体制強化加
算（Ⅰ）

サービス提供体制強化加
算（Ⅱ）

サービス提供体制強化加
算（Ⅲ）

（自己点検シート） 107 通所リハビリテーション費（12/14）



点検項目 点検事項 点検結果
①　介護職員その他の職員の賃金改善に要する費用の見込額
が、介護職員等処遇改善加算の算定見込額以上となる賃金改
善に関する計画の策定、計画に基づく措置

□ あり 介護職員処遇改善計画書

②　仮に介護職員等処遇改善加算(Ⅳ)を算定した場合に算定
することが見込まれる額の2分の1以上を基本給又は決まって
毎月支払われる手当に充てている。

□ 該当

③　介護福祉士であって、経験及び技能を有する介護職員と
認められる者のうち一人は、賃金改善後の賃金の見込み額が
年額440万円以上となっている。
※介護職員等処遇改善加算の算定見込額が少額であることその他の理由に
より、当該賃金改善が困難である場合はこの限りではない。

□ 該当

④　介護職員処遇改善計画書の作成、周知、届出 □ あり 介護職員処遇改善計画書
⑤　賃金改善の実施
※ただし、経営の悪化等により事業の継続が困難な場合、当該事業の継続
を図るために当該事業所の職員の賃金水準（本加算による賃金改善分は除
く）を見直すことはやむを得ないが、その内容を松本市長（高齢福祉課）
に届け出ること。

□ あり

⑥　処遇改善に関する実績の報告 □ あり 実績報告書
⑦　前12月間に労働に関する法令に違反し、罰金以上の刑 □ なし
⑧　労働保険料の納付 □ 適正に納付
⑨　任用の際の職責又は職務内容等の要件を書面で作成し、
全ての介護職員に周知

□ あり

⑩　資質の向上の支援に関する計画の策定、研修の実施又は
研修の機会を確保し、全ての介護職員に周知

□ あり 研修計画書

⑪　経験若しくは資格等に応じて昇給する仕組み又は一定の
基準に基づき定期に昇給する仕組みを設け、全ての介護職員
に書面をもって周知

□ あり

⑫　処遇改善の内容（賃金改善を除く）及び処遇改善に要す
る費用の見込額を全ての職員に周知

□ あり

⑬　⑫の内容をインターネットその他の適切な方法で公表 □ あり
⑭　サービス提供体制強化加算(Ⅰ)又は(Ⅱ)のいずれかを届
け出ている。

□ あり

介護職員処遇改善加算

(Ⅰ)
①～⑭の全てにチェック
が付いている。

(Ⅱ)
①～⑬にチェックが付い
ている。

(Ⅲ)
②と④～⑫にチェックが
付いている。

(Ⅳ)
②と④～⑩、⑫にチェッ
クが付いている。

（自己点検シート） 107 通所リハビリテーション費（13/14）



点検項目 点検事項 点検結果
介護職員等処遇改善加算
(Ⅴ)⑴

介護職員等処遇改善加算のチェック項目①と③～⑭のチャッ
クが付いている。

□ 該当

介護職員等処遇改善加算
(Ⅴ)⑵

介護職員等処遇改善加算のチェック項目①と③～⑩と⑫～⑭
のチャックが付いている。

□ 該当

介護職員等処遇改善加算
(Ⅴ)⑶

介護職員等処遇改善加算のチェック項目①と③～⑬までの
チャックが付いている。

□ 該当

介護職員等処遇改善加算
(Ⅴ)⑷

介護職員等処遇改善加算のチェック項目①と③～⑩、⑫、⑬
のチャックが付いている。

□ 該当

介護職員等処遇改善加算
(Ⅴ)⑸

介護職員等処遇改善加算のチェック項目①と③～⑩、⑫～⑭
のチャックが付いている。

□ 該当

介護職員等処遇改善加算
(Ⅴ)⑹

介護職員等処遇改善加算のチェック項目①と③～⑩、⑫、⑬
のチャックが付いている。

□ 該当

介護職員等処遇改善加算のチェック項目①と③～⑧、⑫～⑭
のチェックが付いている。

□ 該当

介護職員等処遇改善加算のチェック項目⑨か⑩のどちらかの
チェックが付いている。

□ 該当

介護職員等処遇改善加算
(Ⅴ)⑻

介護職員等処遇改善加算のチェック項目①と④～⑫のチェッ
クが付いている。

□ 該当

介護職員等処遇改善加算のチェック項目①と③～⑧、⑫、⑬
のチェックが付いている。

□ 該当

介護職員等処遇改善加算のチェック項目⑨か⑩のどちらかの
チェックが付いている。

□ 該当

介護職員等処遇改善加算のチェック項目①と③～⑧、⑫～⑭
のチェックが付いている。

□ 該当

介護職員等処遇改善加算のチェック項目⑨か⑩のどちらかの
チェックが付いている。

□ 該当

介護職員等処遇改善加算
(Ⅴ)⑾

介護職員等処遇改善加算のチェック項目①と④～⑫のチェッ
クが付いている。

□ 該当

介護職員等処遇改善加算のチェック項目①と③～⑧、⑫、⑬
のチェックが付いている。

□ 該当

介護職員等処遇改善加算のチェック項目⑨か⑩のどちらかの
チェックが付いている。

□ 該当

介護職員等処遇改善加算のチェック項目①と④～⑧、⑫の
チェックが付いている。

□ 該当

介護職員等処遇改善加算のチェック項目⑨か⑩のどちらかの
チェックが付いている。

□ 該当

介護職員等処遇改善加算のチェック項目①と④～⑧、⑫の
チェックが付いている。

□ 該当

介護職員等処遇改善加算のチェック項目⑨か⑩のどちらかの
チェックが付いている。

□ 該当

介護職員等処遇改善加算
(Ⅴ)⒀

介護職員等処遇改善加算
(Ⅴ)⒁

介護職員等処遇改善加算
(Ⅴ)⑼

介護職員等処遇改善加算
(Ⅴ)⑽

介護職員等処遇改善加算
(Ⅴ)⑿

介護職員等処遇改善加算
(Ⅴ)⑺

（自己点検シート） 107 通所リハビリテーション費（14/14）


